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Katayama et al. (2003)が一般的な理論モデルに基づいて議論している。 また、 実証分析でも、
Shapiro (1987)はアメリカの多くの産業でマークアップが有意に推定され完全競争の仮定が
否定されることを示しており、 Klette (1999)もノルウェーの製造業についてやはり有意な （た
だし値は小さい）マークアップを推定している。同様に、日本についても、Nishimura et al. 
(1999)は Nikkei NEEDS データを用いて企業・産業のマークアップを推定し、大半の産業に
おいて完全競争の仮定が否定されることを示している。さらに Kiyota et al. (2009)は企業活
動基本調査のデータを用いて Klette の結果に近いマークアップ推計値を得ている。 加えて最
近では Martin (2008, 2010), Kato(2009, 2010), Kiyota (2010)はマークアップ効果を取り入れた
生産性推計によって完全競争仮定がもたらすバイアスについて一定の検証を行っている
1。
一方規模の経済性に関しても、Basu et al. (2002)、Basu et al. (2001)、Diewert and Fox (2008)、




に基づいて全要素生産性（Total Factor Productivity: TFP）をアウトプット  とインプットの差
（残差）で計測する。この際、仮に企業（事業所）が単一の同一品質のインプットから単一
の同一品質の製品あるいはサービスのみを製造、 提供しているのであれば、 その物量をイン
プット、 アウトプットの指標とすれば良いだろう。 しかしながら、 現実の社会では、 企業は、
                                                  
1  これらのうち Martin(2008)と Kato(2009)は独占的競争を仮定した分析である。一方で



































なると考えられる。 実際、 そうしたサービスの特徴を反映させる SERVQUAL、 SERVPERF、
顧客満足度指数のような品質指標も開発されており、 その改善や、 それらを用いた品質評価
                                                  















性） はそれぞれ異なっている。 これは仮定 1 の下では企業のマークアップ率がそれぞれ異な









et al. (2005)は生産要素価格の効果を無視することが TFP 推計に与える影響は極わずかであ
ることを示している。したがって、簡単化のために本稿ではこの仮定を用いる。なお、本稿
では、規模に関する収穫については同一カテゴリー内の企業間で等しいと仮定している。 
  本稿では、上記の問題に対して定性的な情報に基づく fact finding を考える。この理由は
消極的な意味では価格決定力や消費者側の評価の適切なプロキシーとなり得る統計データ
の利用がほぼ不可能であるためであるが、 より積極的にはアウトプット価格の定性的な情報
                                                  
























i i i f A Q Χ =     (1), 
 
上記の式においてΧ および Aはそれぞれ投入要素ベクトルと技術を表している。γ は規模
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ただし、 
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上記の式(2)で小文字は各変数の対数偏差（ * ln ln Q Q q i i − = ：*はレファレンス企業）





代表的消費者の効用は質に対する消費者の評価によって調整された消費量 （ i Q
~
 = i iQ Λ ：質
に対する消費者の評価×消費量）と所得（Y ）によって決まると仮定する。 
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ここで、競争関係にある企業の行動を条件として、各財・サービスに対する需要曲線は右下
がりであるとすると、企業 i の製品（サービス）に関する需要関数は以下のようになる。 
 
() i i P D Q =    (5). 
 
「マークアップ率」 









− = σ を用いてマークア
                                                  
7  レファレンス企業を選択する基準には特に決まりがないが （企業番号順でメディアンにあたる
企業を選択しても良い）、実際の推定では単位労働あたり売上高でみたメディアン（Martin, 
2010）、算術平均（要素シェアアプローチ）が選択されることが多い。 
8  Χ は i Χ と ∗ Χ の間のいずれかのポイント 7 
 













企業 i の利潤 i Π を 
 











P μ γ = Χ
Χ   (7) 
 
ここで X W は生産要素 X の限界費用である。 
  ( 7 ) 式は企業毎のマークアップ率が製品（サービス）価格と正の関係にあることを明らか
にしている。一方、マークアップ率（ i μ ）は定義から消費者の評価に基づく製品（サービ
ス） の差別化の程度と正の関係にあるので、 差別化の程度と価格にも正の関係があることが
明らかである。このことは、製品（サービス）市場に均質性を仮定し価格×数量として定義
される売上高（あるいは売上高マージン）を総産出として（＝（２）式の i q のプロキシー





                                                  











10。標本数は 106,402 社、回収数は 55,896 社、有効回答率は 47.3%であった。 
サービスの生産性向上に関する実態調査は、 2007 年 12 月に、 情報通信業、 運輸業、 卸売・
小売業、不動産業、飲食店、宿泊業及びサービス業の中小企業基本法対象の中小企業 15,000
社に対して郵送法で実施された。回収数は 7,590 社、回収率は 50.6%であった。 
今回の分析では、この 2 つの調査データを接続し、中小企業実態基本調査から TFP を算
出、 サービスの生産性向上に関する実態調査から価格反映状況についての情報を得た。 分析
に使用したデータは、2,966 社である（記述統計については付表参照） 。 
  本稿において TFP、LP（労働生産性）は要素シェアアプローチより以下の式で求められ
る。 
 
                                                  
10  調査対象業種は、日本標準産業分類（平成 14 年総務省告示第 139 号）大分類 E 建設業、大
分類F製造業、大分類H情報通信業、大分類I運輸業のうち中分類43道路旅客運送業、中分類




中分類 87 機械等修理業、中分類 88 物品賃貸業、中分類 89 広告業、中分類 90 その他の事業サ
ービス業である。調査対象企業の規模は、建設業、製造業、情報通信業のうち中分類 37通信業、
中分類40インターネット附随サービス業、小分類413新聞業、小分類414出版業、運輸業、小
分類 693 駐車場業以外の不動産業、サービス業のうち小分類 831 旅行業では資本金 3 億円以下
又は従業者300人以下、卸売・小売業のうち中分類49～54の卸売業は資本金1億円以下又は従
業者 100 人以下、情報通信業のうち上記以外の業種、不動産業のうち小分類 693 駐車場業、飲
食店・宿泊業のうち中分類72宿泊業、サービス業のうち小分類831旅行業以外では資本金5千
万円以下又は従業者100人以下、卸売・小売業のうち中分類55～60の小売業、飲食店・宿泊業
のうち中分類 72 宿泊業以外では資本金 5 千万円以下又は従業者 50 人以下である。 9 
 
()











M M M M L L L L K K K K
Y Y
TFP
+ × − − + × − − + × − −
− =  






M Y LP − =                   (9) 
 
ここで、Y は総産出額、K、L、M はそれぞれ資本投入、労働投入、中間投入、s は収入
シェア、バーつき変数は対数値の算術平均（＝幾何平均）を表している。 
  価格決定力は、 価格への反映状況についての問 「貴社の提供する主なサービスの品質や価
値の価格への反映状況について、 お答えください。 」 に対する回答、 「十分に反映されている」 、












この結果は、業種をコントロールした回帰分析からも確認できる（表 1 全業種、表 2 対事
業所サービス、表 3 対個人サービス）
13。全体としては、推計値は必ずしも統計的に有意で
                                                  









はないが、サービス品質の価格への反映状況について、 「ほぼ反映されている」 、 「どちらと
も言えない」 、 「あまり反映されていない」 、 「全く反映されていない」 と回答した企業は、 「反
映されている」と回答した企業よりも、それぞれ、0.02、0.03、0.05、0.08 ポイント TFP 対
数値が低くなっており、価格反映状況が悪化するにつれて TFP が下がるという結果になっ
ている。同様に対事業所サービスについても、上記の区分でそれぞれ 0.01、0.03、0.06、0.12
ポイント TFP 対数値が低くなっており、やはり価格反映状況と TFP が相関していることが














 図 4 は、 上に挙げた差別化要因毎のサービスの強みと労働生産性、 図 5 は差別化要因毎の
サービスの強みと TFP との関係を見たものである。これらの図からは、サービスの強みと






























の関係について、表 4、表 5 は業種・規模をコントロールした上で差別化要因毎にサービス









  対事業所サービスでは、サービスの質が高いほど労働生産性、TFP が高く、対事業所サー






























は必要不可欠である。 そこで、 以下この問題について簡単に触れることにする。 図 7～9 は、
それぞれ全業種、対事業所サービス、対個人サービスについて、サービスの品質と価格反映
状況の相関を示したものである。 それらによると、 対事業所サービスでは各差別化要因と価
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表１  価格反映状況別生産性(全業種計) 
Coef. Std. Err. t P>|t|
ほぼ反映されている -0.02 0.03 -0.64 0.52
どちらとも言えない -0.03 0.03 -1.12 0.26
あまり反映されていない -0.05 0.03 -2.04 0.04
全く反映されていない -0.08 0.04 -2.07 0.04
_cons 0.09 0.12 0.77 0.44
Number of obs 2574
F値 12.32





表 2  価格反映状況別生産性(対事業所サービス) 
Coef. Std. Err. t P>|t|
ほぼ反映されている -0.01 0.03 -0.31 0.76
どちらとも言えない -0.03 0.04 -0.85 0.40
あまり反映されていない -0.06 0.03 -1.70 0.09
全く反映されていない -0.12 0.05 -2.30 0.02
_cons 0.23 0.17 1.36 0.18
Number of obs 1731
F値 7.62





表 3  価格反映状況別生産性(対個人サービス) 
Coef. Std. Err. t P>|t|
ほぼ反映されている -0.04 0.04 -0.82 0.41
どちらとも言えない -0.02 0.05 -0.32 0.75
あまり反映されていない -0.05 0.05 -1.08 0.28
全く反映されていない 0.00 0.07 0.01 0.99
_cons -0.03 0.16 -0.17 0.87
Number of obs 775
F値 4.48




















商品・ サービスの品質 商品・ サービスのブラン
ド力
商品・ サービスの価格 商品・ サービスのオリジ







































































































































































































































































































表 4  サービスの品質と労働生産性 
LP
商品・サービスの品質 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -504 223 -2.25 0.02 -1,024 312 -3.28 0.00 214 282 0.76 0.45
どちらとも言えない -462 229 -2.01 0.04 -777 321 -2.42 0.02 24 287 0.08 0.93
やや低い -1,400 503 -2.78 0.01 -1,584 726 -2.18 0.03 -906 582 -1.56 0.12
低い -1,471 999 -1.47 0.14 -1,851 1,368 -1.35 0.18 -1,263 2,958 -0.43 0.67
_cons 2,531 1,750 1.45 0.15 3,260 2,788 1.17 0.24 1,004 1,703 0.59 0.56
Number of obs 2818 1,860 845
F値 8.63 6 6
Prob > F 0 0 0
Adj R-squared 0.1064 0 0
商品・サービスのブランド力 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い 4 314 0.01 0.99 178 456 0.39 0.70 -120 367 -0.33 0.74
どちらとも言えない -314 295 -1.06 0.29 -337 424 -0.80 0.43 -140 350 -0.40 0.69
やや低い -1,042 386 -2.70 0.01 -1,335 564 -2.37 0.02 -563 442 -1.27 0.20
低い -1,309 461 -2.84 0.01 -1,574 616 -2.55 0.01 -807 623 -1.30 0.20
_cons 2,659 1,819 1.46 0.14 4,010 2,927 1.37 0.17 1,274 1,695 0.75 0.45
Number of obs 2,785 1,841 839
F値 9 6 6
Prob > F 0 0 0
Adj R-squared 0 0 0
商品・サービスの価格 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -238 438 -0.54 0.59 -278 640 -0.44 0.66 -295 506 -0.58 0.56
どちらとも言えない -226 407 -0.56 0.58 -393 594 -0.66 0.51 -81 478 -0.17 0.87
やや低い -515 452 -1.14 0.26 -643 650 -0.99 0.32 -619 531 -1.16 0.25
低い -1,211 584 -2.07 0.04 -1,299 840 -1.55 0.12 -1,362 704 -1.94 0.05
_cons 2,421 1,852 1.31 0.19 3,412 2,956 1.15 0.25 1,395 1,743 0.80 0.42
Number of obs 2,787 1,849 838
F値 8 6 6
Prob > F 0 0 0
Adj R-squared 0 0 0
商品・サービスのオリジナリティ 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い 40 345 0.12 0.91 146 489 0.30 0.77 -254 400 -0.64 0.53
どちらとも言えない 68 326 0.21 0.84 115 463 0.25 0.81 -308 379 -0.81 0.42
やや低い -465 403 -1.15 0.25 -600 572 -1.05 0.29 -375 468 -0.80 0.42
低い -536 512 -1.05 0.30 -688 703 -0.98 0.33 -526 659 -0.80 0.43
_cons 2,232 1,831 1.22 0.22 3,138 2,934 1.07 0.29 1,373 1,714 0.80 0.42
Number of obs 2,771 1,838 835
F値 8 6 6
Prob > F 0 0 0
Adj R-squared 0 0 0
商品・サービスの新規性 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -227 470 -0.48 0.63 -36 651 -0.06 0.96 -558 575 -0.97 0.33
どちらとも言えない -164 438 -0.37 0.71 99 609 0.16 0.87 -731 534 -1.37 0.17
やや低い -762 477 -1.60 0.11 -754 665 -1.13 0.26 -948 572 -1.66 0.10
低い -571 561 -1.02 0.31 -531 765 -0.69 0.49 -672 725 -0.93 0.35
_cons 2,324 1,839 1.26 0.21 2,971 2,930 1.01 0.31 1,713 1,731 0.99 0.32
Number of obs 2,759 1,834 829
F値 9 6 6
Prob > F 0 0 0
Adj R-squared 0 0 0
顧客要望に対する柔軟性 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い 151 262 0.58 0.56 44 349 0.13 0.90 251 362 0.69 0.49
どちらとも言えない 93 269 0.35 0.73 163 363 0.45 0.65 -26 361 -0.07 0.94
やや低い -109 480 -0.23 0.82 -127 696 -0.18 0.86 400 588 0.68 0.50
低い -707 900 -0.79 0.43 -1,051 1,259 -0.84 0.40 -187 1,165 -0.16 0.87
_cons 2,086 1,822 1.14 0.25 2,936 2,908 1.01 0.31 1,133 1,727 0.66 0.51
Number of obs 2,802 1,861 837
F値 8 6 6
Prob > F 0 0 0
Adj R-squared 0 0 0
商品・サービスの専門性 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -157 248 -0.63 0.53 -355 331 -1.07 0.29 207 323 0.64 0.52
どちらとも言えない 30 252 0.12 0.90 183 339 0.54 0.59 -216 321 -0.67 0.50
やや低い -334 435 -0.77 0.44 -307 636 -0.48 0.63 -101 485 -0.21 0.84
低い -1,255 762 -1.65 0.10 -2,037 1,048 -1.94 0.05 -655 983 -0.67 0.51
_cons 2,231 1,807 1.23 0.22 2,963 2,885 1.03 0.31 1,209 1,695 0.71 0.48
Number of obs 2,803 1,860 844
F値 8 6 6
Prob > F 0 0 0





表 5  サービスの品質と TFP 
lnTFP
商品・サービスの品質 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -0.03 0.01 -2.30 0.02 -0.05 0.02 -3.02 0.00 -0.01 0.03 -0.48 0.63
どちらとも言えない -0.06 0.02 -3.86 0.00 -0.09 0.02 -4.71 0.00 -0.01 0.03 -0.27 0.79
やや低い -0.07 0.03 -2.12 0.03 -0.11 0.04 -2.50 0.01 -0.01 0.06 -0.24 0.81
低い -0.18 0.07 -2.71 0.01 -0.19 0.08 -2.37 0.02 0.16 0.28 0.56 0.57
_cons 0.07 0.11 0.62 0.53 0.18 0.16 1.12 0.27 -0.06 0.16 -0.34 0.74
Number of obs 2,818 1,860 845
F値 13.71 8.42 4.43
Prob > F 0.00 0.00 0.00
Adj R-squared 0.17 0.15 0.15
商品・サービスのブランド力 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -0.01 0.02 -0.37 0.71 -0.02 0.03 -0.62 0.53 0.02 0.04 0.70 0.49
どちらとも言えない -0.02 0.02 -0.81 0.42 -0.04 0.02 -1.48 0.14 0.04 0.03 1.08 0.28
やや低い -0.06 0.02 -2.40 0.02 -0.07 0.03 -2.24 0.03 0.00 0.04 -0.02 0.98
低い -0.07 0.03 -2.49 0.01 -0.11 0.03 -3.15 0.00 0.06 0.06 1.01 0.31
_cons 0.07 0.12 0.61 0.54 0.22 0.16 1.34 0.18 -0.08 0.16 -0.49 0.62
Number of obs 2,785 1,841 839
F値 13.34 8.00 4.43
Prob > F 0.00 0.00 0.00
Adj R-squared 0.16 0.14 0.15
商品・サービスの価格 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -0.02 0.03 -0.54 0.59 -0.05 0.04 -1.34 0.18 0.00 0.05 0.01 1.00
どちらとも言えない -0.02 0.03 -0.73 0.47 -0.07 0.03 -2.11 0.04 0.01 0.05 0.22 0.83
やや低い -0.06 0.03 -2.17 0.03 -0.13 0.04 -3.61 0.00 0.01 0.05 0.27 0.78
低い -0.06 0.04 -1.60 0.11 -0.09 0.05 -1.97 0.05 -0.06 0.07 -0.86 0.39
_cons 0.06 0.12 0.51 0.61 0.22 0.16 1.32 0.19 -0.07 0.17 -0.44 0.66
Number of obs 2,787 1,849 838
F値 12.96 7.97 4.30
Prob > F 0.00 0.00 0.00
Adj R-squared 0.16 0.14 0.15
商品・サービスのオリジナリティ（独全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -0.02 0.02 -0.74 0.46 -0.02 0.03 -0.80 0.42 -0.04 0.04 -1.15 0.25
どちらとも言えない -0.03 0.02 -1.46 0.15 -0.05 0.03 -1.93 0.05 -0.04 0.04 -1.03 0.30
やや低い -0.04 0.03 -1.56 0.12 -0.05 0.03 -1.67 0.10 -0.05 0.04 -1.01 0.31
低い -0.07 0.03 -2.00 0.05 -0.07 0.04 -1.69 0.09 -0.04 0.06 -0.71 0.48
_cons 0.07 0.12 0.58 0.56 0.19 0.16 1.16 0.25 -0.04 0.16 -0.27 0.79
Number of obs 2,771 1,838 835
F値 12.82 7.55 4.40
Prob > F 0.00 0.00 0.00
Adj R-squared 0.16 0.14 0.15
商品・サービスの新規性 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -0.06 0.03 -1.88 0.06 -0.07 0.04 -1.82 0.07 -0.10 0.05 -1.84 0.07
どちらとも言えない -0.04 0.03 -1.30 0.19 -0.05 0.03 -1.55 0.12 -0.08 0.05 -1.66 0.10
やや低い -0.07 0.03 -2.16 0.03 -0.07 0.04 -1.84 0.07 -0.14 0.05 -2.55 0.01
低い -0.08 0.04 -2.13 0.03 -0.07 0.04 -1.64 0.10 -0.12 0.07 -1.72 0.09
_cons 0.07 0.12 0.60 0.55 0.18 0.16 1.13 0.26 -0.01 0.16 -0.04 0.96
Number of obs 2,759 1,834 829
F値 12.90 7.46 4.54
Prob > F 0.00 0.00 0.00
Adj R-squared 0.16 0.13 0.16
顧客要望に対する柔軟性 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -0.01 0.02 -0.67 0.50 -0.02 0.02 -1.02 0.31 -0.01 0.03 -0.36 0.72
どちらとも言えない -0.02 0.02 -0.98 0.33 -0.02 0.02 -1.15 0.25 -0.02 0.03 -0.72 0.47
やや低い -0.03 0.03 -0.95 0.34 -0.01 0.04 -0.14 0.89 -0.06 0.06 -1.11 0.27
低い -0.02 0.06 -0.35 0.73 -0.02 0.07 -0.26 0.80 0.00 0.11 0.01 0.99
_cons 0.06 0.12 0.49 0.62 0.17 0.16 1.05 0.30 -0.05 0.16 -0.29 0.77
Number of obs 2,802 1,861 837
F値 13.21 7.74 4.52
Prob > F 0.00 0.00 0.00
Adj R-squared 0.16 0.14 0.15
商品・サービスの専門性 全業種 対事業所サービス 対個人サービス
Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t| Coef. Std. Err. t P>|t|
やや高い -0.02 0.02 -1.48 0.14 -0.03 0.02 -1.64 0.10 -0.01 0.03 -0.24 0.81
どちらとも言えない -0.05 0.02 -3.01 0.00 -0.06 0.02 -3.12 0.00 -0.03 0.03 -1.08 0.28
やや低い -0.07 0.03 -2.60 0.01 -0.05 0.04 -1.37 0.17 -0.08 0.05 -1.69 0.09
低い -0.09 0.05 -1.76 0.08 -0.08 0.06 -1.36 0.17 -0.08 0.09 -0.81 0.42
_cons 0.06 0.11 0.54 0.59 0.17 0.16 1.04 0.30 -0.05 0.16 -0.33 0.74
Number of obs 2,803 1,860 844
F値 13.36 7.91 4.55
Prob > F 0.00 0.00 0.00







図 7  商品・サービスの品質と価格反映状況 














図 8  商品・サービスの品質と価格反映状況（対事業所サービス） 






















図 9  商品・サービスの品質と価格反映状況（対個人サービス） 













図 10  サービスの品質や価値の価格への反映を行うために必要と思う取組 



























図 11  業種別・サービスの品質の可視化を重要視する比率 






















































図 12  業種別・規制強化・緩和を重要視する比率 














































付表 1  データ概要 
Variable Obs Mean Std. Dev.
総産出額(百万円） 2966 590 1,973
従 業 者 数 2 9 6 62 54 0
マンアワー 2966 47,727 75,290
資本投入(百万円） 2966 265 1,460
労働投入(百万円) 2966 111 242
中間投入(百万円) 2966 424 1,700
労働生産性(時間当たり） 2966 3,101 4,886
時給 2966 2,023 1,818
資本装備率（有形固定資産/マンアワー） 2966 6,067 37,499
SHK07（収入シェア） 2966 0.11 0.13
SHL07（収入シェア） 2966 0.35 0.22
SHM07（収入シェア） 2966 0.56 0.24
lnTFP07 2966 -0.24 0.25
十分反映されている 2966 0.05 0.21
ほぼ反映されている 2966 0.40 0.49
あまり反映されていない 2966 0.24 0.43
全く反映されていない 2966 0.03 0.16
どちらとも言えない 2966 0.16 0.36  
 
付表 2  業種別・顧客別サンプルサイズ 













3 7 通 信 業 330006
3 8 放 送 業 56113 1 6
39 情報サービス業 187 1 4 5 0 197
40 インターネット付随サービス業 8 0 0 0 0 8
41 映像・音声・文字情報制作業 43 22 3 5 1 74
43 道路旅客運送業 40 54 8 11 10 123
44 道路貨物運送業 302 7 8 32 7 356
4 5 水 運 業 2 83032 3 6
4 7 倉 庫 業 3 81021 4 2
48 運輸に附帯するサービス業 86 3 0 6 2 97
49 各種商品卸売業 20 2 1 1 0 24
50 繊維・衣服等卸売業 43 3 2 2 0 50
51 飲食料品卸売業 82 3 8 9 1 103
52 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 98 2 8 12 0 120
53 機械器具卸売業 100 2 2 10 1 115
54 その他の卸売業 75 6 2 7 0 90
55 各種商品小売業 3 12 0 0 1 16
56 織物・衣服・身の回り品小売業 2 25 1 5 1 34
57 飲食料品小売業 15 41 3 6 2 67
58 自動車・自転車小売業 6 15 2 3 0 26
59 家具・じゅう器・機械器具小売業 11 20 4 1 1 37
60 その他の小売業 24 73 6 11 3 117
68 不動産取引業 15 79 4 11 0 109
69 不動産賃貸業・管理業 106 82 19 17 11 235
70 一般飲食店 14 81 7 11 0 113
71 遊興飲食店 7 18 5 9 0 39
7 2 宿 泊 業 1 4 3 5130 5 3
80 専門サービス業 190 18 8 14 3 233
82 洗濯・理容・美容・浴場業 10 49 1 4 1 65
83 その他の生活関連サービス業 12 23 2 5 0 42
84 娯楽業 3 17 1 0 0 21
85 廃棄物処理業 22 2 2 9 0 35
86 自動車整備業 45 19 9 7 4 84
87 機械等修理業 20 1 0 3 1 25
88 物品賃貸業 17 5 0 3 0 25
8 9 広 告 業 3 01100 3 2
90 その他の事業サービス業 84 4 5 7 1 101
Total 1,808 738 128 235 57 2,966 30 
 
 
付表 3  業種別・規模別サンプルサイズ 




1-5人 6-20人 21-50人 51-300人
301人以
上 Total
3 7 通 信 業 112206
3 8 放 送 業 35530 1 6
3 9 情 報 サ ー ビ ス 業 4 04 65 25 9 0 1 9 7
4 0 イ ン タ ー ネ ッ ト 付 随 サ ー ビ ス 業 440008
41 映像・音声・文字情報制作業 14 26 21 13 0 74
43 道路旅客運送業 20 55 21 27 0 123
44 道路貨物運送業 43 192 68 50 3 356
45 水運業 2 17 12 5 0 36
47 倉庫業 7 17 11 7 0 42
48 運輸に附帯するサービス業 22 44 21 10 0 97
49 各種商品卸売業 10 7 6 1 0 24
50 繊維・衣服等卸売業 15 19 11 5 0 50
51 飲食料品卸売業 29 44 23 6 1 103
52 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 43 47 22 8 0 120
53 機械器具卸売業 32 47 20 16 0 115
54 その他の卸売業 32 33 18 7 0 90
55 各種商品小売業 3 5 8 0 0 16
56 織物・衣服・身の回り品小売業 10 10 14 0 0 34
57 飲食料品小売業 16 30 21 0 0 67
58 自動車・自転車小売業 5 9 12 0 0 26
59 家具・じゅう器・機械器具小売業 11 16 9 1 0 37
60 その他の小売業 31 58 22 6 0 117
68 不動産取引業 29 33 25 22 0 109
69 不動産賃貸業・管理業 93 67 34 39 2 235
70 一般飲食店 28 51 14 19 1 113
71 遊興飲食店 7 15 8 9 0 39
72 宿泊業 6 15 16 16 0 53
80 専門サービス業 134 76 15 8 0 233
82 洗濯・理容・美容・浴場業 34 19 7 5 0 65
83 その他の生活関連サービス業 16 17 8 1 0 42
8 4 娯 楽 業 58530 2 1
85 廃棄物処理業 3 13 16 3 0 35
86 自動車整備業 39 33 9 3 0 84
87 機械等修理業 15 6 2 2 0 25
88 物品賃貸業 9 6 9 1 0 25
89 広告業 8 15 6 3 0 32
90 その他の事業サービス業 22 23 31 25 0 101
Total 841 1,129 604 385 7 2,966 
 